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CADIOU & BARBE 法律事務所

日　時　2019年12月２日（月）
　　　　午前11 時～午後０時20分
場　所　カディオ・エ・バルブ
　　　　（CADIOU & BARBE）法律事務所
説明者　ミュリエル・カディオ
　　　　（Muriel CADIOU）弁護士 
 
【ヒアリングの概要】
　カルパのユーザーである弁護士の立場からみた、カルパの利用方法、離婚事件における
カルパの使われ方、カルパと守秘義務の関係、カルパを利用するメリットデメリットなど
についてヒアリングを行った。
　また、カディオ弁護士は、離婚事件を主に取り扱っていることから、フランスにおける
離婚事件の状況や離婚に関する法制度、近時の法令改正の状況などについても意見を伺っ
た。なお、同弁護士は「法と手続協会」という団体の代表をつとめており、離婚紛争処理
に関する今般の制度改革に尽力した人物である。

【ヒアリング内容】
１　はじめに
・私は、家族関係についての紛争、特に離婚を主に扱っている。
・私が説明できるのは、普通の弁護士がどうカルパを使っているかについてである。

２　カルパの機能
・カルパは、資金が通過するものであり、金融機関のように機能している。
・私たちのクライアントから、相手方のクライアントへの資金の通過のために使われる。
・また、株式譲渡や、営業用資産の譲渡にも使われている。

３　カルパの使い方の具体例
・例えば売買の場合は、買主から売主への購入代金の送金に使われる。カルパが代金の
支払を仲介する形になる。
・カルパには、各弁護士の子口座があり、そして事件ごとの孫口座（案件口座）がある。
・訴訟の場合には、訴訟が起こる度にその案件の案件口座が作られる。判決により支払
いが命じられると、カルパを通した送金が行われる。
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４　カルパを使うメリット
・直接資金を支払わないことの最大のメリットは、お金の移動についてカルパを通すこ
とで裏付けを作る結果、透明性が確保されること。資金の移動を全てわかるようにす
ることができる。この結果、判決どおりの内容が実現したことがきちんと保証できる。
・もうひとつのメリットは、どこから資金が来ているかをカルパが確認することができ
ること。弁護士が扱っているお金の出所が怪しいと思ったときに、カルパが介入して
調査することができる。カルパは弁護士のための私的な金融機関であり、弁護士にとっ
てコミュニケーションをとることが楽な組織である。
・３つめのメリットは、カルパは非常に大きな金額を運用しており、弁護士の退職後の
年金の資金源になっている。
・資金決済に際して必ず弁護士が預かってカルパを通さなければならない倫理的な義務
はない（注：弁護士を経由しない当事者同士での決済は可能）と私は理解している。
しかし、強くそうしろと言われているし、利用することにメリットがある。

５　離婚事件の場合
・離婚事件においては、２人の当事者の間でお金を支払うのにカルパを使っている。
・支払義務者である当事者側代理人弁護士のカルパ口座にお金が入れられ、判決が下っ
た場合又は当事者間の協議（和解）ができた場合に、判決書や和解調書を根拠として
カルパを通してお金が振り込まれる。

６　守秘義務との関係
・カルパに知られることに抵抗はないかという質問に対しては、あまり抵抗はないとい
う回答になる。
・きちんとお金が渡ることのメリットの方が大事。すべての金融機関には守秘義務があ
るがカルパにもあるのではないか。

７　カルパを利用するかどうかは、案件の性質により左右されるか
・隠し子がいた、不祥事案件など、表に出したくないタイプの案件の場合はカルパを使
うことにためらいはないのかという質問があった。質問の意図は理解できる。判決な
どの送金根拠となる資料をカルパに出さなければならないから。しかし、カルパは秘
密を遵守するから問題ないと考えている。

８　課税関係
・カルパを通すと、税務当局はそれを調査対象とできるかという質問があったが、自分
にはその点はわからない。
・カルパのユーザーである一弁護士としては、カルパはとても快適で、安全性を確保し
てくれるので、安心できる。顧客から不満が出されたこともない。
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・批判が一つあるとすれば、お金がわたるのに時間がかかることである。ただ、その間
は運用益が出ているとはいえる。

９　依頼者の情報の漏洩など
・弁護士会の役員がカルパを通じた入出金を調べられるとすると、各弁護士の顧客や、
収入の多寡がある程度わかるはず。そのことは嫌ではないかという質問があった。ま
ず、カルパで働いている職員が知ったとしても職員は弁護士ではないので関係ない。
役員については、知ろうと思えば知ることができるはずだが、そもそも各弁護士の収
入は、役員は知っている。これはフランスでは収入に応じて各弁護士の弁護士会費が
決まる仕組みになっているために、弁護士は年に一度収入を弁護士会に知らせなくて
はならないからである。したがって、カルパの場面で気にするものでもない。
・カルパを通るお金はクライアントのお金であって、弁護士のお金ではないから、その
お金の動きがカルパに知られたとしても何も問題はない。
・依頼者の秘密が守られるのかということについて、心配はないかという質問があった。
もちろん依頼者の秘密保護はフランスでも大事だと考えられている。カルパ制度が創
設された時にはそうした問題が議論されたのかもしれないが、現在そのような心配は
されていない。

10　離婚事件について
・離婚事件について、フランスでは養育費や離婚補償手当（prestation compensatoire。
扶養的財産分与と慰謝料的財産分与の性格をもつ）が支払われると聞いているが、そ
れはカルパを通じて行うのかという質問があった。現在、フランスでは離婚の60％は
協議離婚。当事務所が取り扱う案件では80％が協議離婚。協議離婚が成立した場合の
離婚補償手当の支払は、カルパを通す。
・養育費と離婚補償手当は別に考える必要がある。離婚補償手当は一括払いされるので
カルパを通して決済可能である。
・他方、養育費は毎月支払われるものである。養育費を払わない人はフランスでもたく
さんいる。その場合、銀行口座や給与を差し押さえることになる。また、国の家族手
当金庫（Caisse d’allocations familiales）を通して払わない人に払わせるという制度
がある。これは割と新しい制度である。養育費を払わない場合は、刑事責任が発生す
る。フランスでも毎月払いとされることが通常である。ただし、養育費の送金は（月々
の支払であることから）カルパを通さない。
・養育費について、金額の合意ができていない時点で、とりあえずのまとまった金額を
カルパに入れて、決まった後にカルパから毎月支払うことはあるかという質問があっ
た。このような場合はカルパは通さず、直接支払うようにする。カルパは定期金債権
の支払には使えない。

11　カルパ口座を作るタイミング
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・係争開始段階か、判決段階かという質問があった。これは、お金を払うことが確定し
た段階である。特殊なケースで、１人のクライアントに複数の案件がある場合でも、
一つ一つ口座を作って混ざらないようにしている。

12　離婚事件についてのフランスの法制度など
・協議離婚について、弁護士が介入しなければならないという法律上の制度になってい
る。なお、その場合も最後は公証人（ノテール：notaire）が書類を作る。
・３年前に協議離婚制度ができた（それまでは裁判離婚しか認められていなかった。）。
・現在はさらに強化され、離婚以外の民事訴訟についても弁護士強制にしようという動
きになっている。政令（デクレ：décret）で今年の12月10日に決められる予定。
・フランスは弁護士を保護しようとしており、訴訟については必ず弁護士をつけなけれ
ばならないという流れになっている。商事裁判所（tribunal de commerce）も現在は
弁護士をつけないのが原則だが、弁護士代理を義務づけるようになる方向である。た
だし、 5000ユーロ以下の案件は、弁護士は介入しなくてよい。
・弁護士の業務の利便性のため、訴訟をＩＴ化する動きがある。その背景には、訴訟に
関わるのは弁護士だけにした方が、手続が簡単になるという考えがある。
・しかし、弁護士強制は法律扶助と一体となっている。すべての人が司法にアクセスし
やすいようにすべきというのが政府の考えであるから。
・また、弁護士強制は本人訴訟を減らして、司法の負担を減らすためでもある。裁判官
が足りないという事情から訴訟が長期化するという問題が背後にある。

13　カルパ利用の実感
・�離婚のことで、100万ユーロという高額の金銭が動いたことがある。この時、カルパが
なければ不安だった。カルパがなければマネーロンダリングを疑ったと思う。

14　フランスの法律扶助（aide juridique）制度について
・すごくよく機能しているかと言われればそうではないと思うが、機能しているとは思
う。全くお金がない人には役立っているが、少しある人にはうまくいっていない。月
収1500ユーロ以下が基準。

15　弁護士報酬について
・当事務所には、10人の離婚のスペシャリスト弁護士がおり、タイムチャージ制である。
事件の費用を一括払い（着手金、報酬金方式）でやる弁護士もいる。
・報酬は自由に決められる。簡単な訴訟であれば安くできて、難しければ高くなる。顧
客が満足できるかが基準。
・�パリの場合、専門の弁護士はタイムチャージ。250ユーロ～1500ユーロ／時。アーンス
ト＆ヤング法律事務所の弁護士は上限（1500ユーロ）を取っていた。私たちの事務所
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は250～400ユーロ。
以上
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UNCA（Union Nationale des CARPA:全国カルパ連合会）

日　時　2019年12月２日（月）
　　　　午後２時～午後４時20分
場　所　UNCA
説明者　アモー・ドゥラ・ブルニエール
　　　　（Amaud de La BURUNIÈRE）理事長
　　　　ジャン・クリストフ・バチョン
　　　　（Jean-Christophe BATJON）名誉理事長
　　　　カリム・ブナモー
　　　　（Karim BENAMOR）事務局

【ヒアリングの概要】
　フランス全土のカルパを統括している全国カルパ連合会（UNCA）を訪問し、UNCAか
らみたカルパの意義やカルパに対する監督の実際、フランス全土のカルパの状況などをヒ
アリングするとともに、日本にカルパを導入することについてのアドバイスを受けた。

【ヒアリング内容】
１　UNCAからみたカルパの任務及び概要
・弁護士間の資金決済の取り扱いをする
　　�その際に行われる主なチェックの内容は、次のとおり（1996年７月５日アレテ（arrêté）
第８条）。
⑴案件の名目と種類
⑵預託された資金の出所
⑶資金の受益者の身元
⑷�弁護士による金銭の支払行為と、同弁護士が職務上遂行する法的活動又は法廷活動
との関係

・�ある資金の移動手続が、１つ以上のチェックポイントについて問題があると判断され
る場合には、カルパはその手続を拒否することができる。
・もう１つの任務としてカルパは法律扶助に関して国家から資金を預かって管理運用を
するというものがある（今回のヒアリングでは割愛）。
・フランス全体で弁護士は６万8000人、パリ弁護士会には３万人いる。パリカルパが雇っ
ている職員は約50人である（最近コンピュータシステムを改良したので今後はより人
件費を節減できる。）。パリ弁護士会が雇っている職員は200人いて、弁護士会が雇って
いる人の中でパリカルパのために仕事をしている職員もいる。
・常にカルパに残っているお金の平均値の一定割合が投資に使われていて、その利益が
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カルパを運営する財源になっている。
・フランス全土には124のカルパがあって、164の弁護士会がある。つまり、弁護士会一
つにカルパ一つではなく、いくつかの弁護士会がまとまって一つのカルパをつくって
いる。これは、カルパの運営上の観点からである。
・カルパは弁護士会によって作られた組織である。そのことは法律で定められている。
・カルパは弁護士会の権威を後ろ盾にしているが、弁護士会からは独立した組織。
・カルパと弁護士会でいくつかの資源を共有することができる。人材とか経理部門とか
事務所など。それに係る維持費等を分担しあって共有することができる（両者で合意
書を締結してお互いに負担割合を決めている）。

２　カルパの運営で必要となる費用
・費目としては、職員の人件費、情報機
器の設備にかかる費用、事務所の賃料、
送金チェックにかかる費用等、様々あ
る。
・全国124のカルパでの取引件数は年間
104万7000件あり、取引額は年520億
ユーロである。
・弁護士会ごとに規模が異なることや、
どのくらいお金が動くのか、またもう
１つの任務である法律扶助との比較で費用のかかり方も違うことから、カルパの運営
で必要となる費用につきUNCAで具体的な数字を出すのは困難である。

３　カルパ制度を日本に導入することの是非
・2017年に椛嶋裕之弁護士らがUNCAを訪問した際のディスカッションで理解したこ
とであるが、守秘義務の在り方がフランスと日本で異なることや、コンピュータシス
テムを整備しなければならないという技術的な問題や、日本では小切手がフランスほ
ど流通していないことや、弁護士賠償保険に係る保険料の違いなどのために、フラン
スのカルパをそのまま導入することは難しいと思われる。
・保険料については、フランスでは2000年に保険料の見直しを行い、保険限度額3000万
ユーロのために一人年間42ユーロで足りるようになった。見直しをする前は、１人年
間400ユーロを払い、保険限度額は500万ユーロだった。なお、1957年にカルパが創設
された際の保険料はもっと非常に高かった。
・他方で、日本における銀行の金利の低さがカルパを導入する障壁になるとは思わない。
フランスのカルパは弁護士間の送金を取り扱うだけでなく、運用益によって弁護士の
ための健康保険や年金、修習などの費用を支出している。
・弁護士間の送金のうち、裏付け資料の確認等に立ち入るのではなく、送金のコントロー
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ルだけに活動を絞るというのであれば、コストも抑えられるため、日本でもカルパ（の
ような制度）を導入することは可能ではないか。
・フランスでカルパを導入したのは、弁護士の横領の問題に対処することも理由の１つ
であった。上記のような方法でも、送金のコントロールを行って弁護士の横領の問題
を防ぐことは可能なので、カルパとしての役割をある程度は果たせると思う。
・�ちなみに、フランスでも欧州中央銀行の金利は0.05％、銀行間ではマイナス金利になっ
ているが、カルパ全体では、長期運用のものを含めて、全体で１％程度の運用益を出
している。
・カルパの元々の目的はクライアントを保護すると同時に弁護士を保護することであ
る。カルパを通すことで、カルパに入っている弁護士は信用を得、不祥事がなくなる
と弁護士賠償保険の保険料は下がるという良い循環が生まれる。
・弁護士にとってもメリットであるということが分かれば、結果として、弁護士会長に
事件内容が知られてもよいからカルパを行ってもらいたいとして、守秘義務の問題も
クリアできるのではなかろうか。送金のコントロールだけ行うより上の段階に行くた
めには守秘義務の問題をクリアするしかない。
・フランスのカルパ並みに保険料が下がれば、差額をカルパの運営費に充てることがで
きる。また、フランスのようにカルパと銀行との交渉によって送金手数料が無くなれ
ば、その差額もカルパの運営費に充てられる。こういうメリットを想定して導入を模
索するべきである。
・カルパを導入した場合のメリットの１つは弁護士業のイメージが上がること（不祥事
がなくなるから。）。そしてもう１つは国際間の取引が簡易化されるということである。
フランスのカルパから東京のカルパに簡単にお金を送ることが可能になり、資金の安
全性が保たれるようになる。信頼性が高まるのでより取引を誘引する良い原因になる。
・いずれにせよ、最初はある程度の投資をする必要がある。日本に関する具体的な情報
をもってきてくれたら、より具体的に我々と一緒に検討することができる。
・スイスは日本と同じように弁護士が自分の口座で依頼者からの預り金を管理している
けれども、第三者が入ってそれを監視するということになっている。依頼者からの預
り金の管理は、これを行うことを申告した弁護士しかできない。そして、その取扱い
をしている人に監査が入るシステムとなっている。このスイスのシステムをとるとカ
ルパと同じくらいお金がかかる。例えば、監査に入る人にお金を支払わなければなら
ない。システムを作らなければならないのであれば、カルパのシステムでもスイスの
システムでも、いずれにしてもお金がかかる。そうであれば、全世界の弁護士がカル
パという同一のスタンダードを共有すればよいと思う。
・いくらかのまとまった大きな金額の資金移動だけを裏付けチェックするという方法の
有効性に関する質問であるが、そのような定めをしても、決まった上限額より小さい
金額にして小分けて資金移動するということが起こる。したがって実効性を持つこと
ができないので、反対である。
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（質疑応答）
Ｑ　そもそも銀行等に外部委託するということは考えなかったのか？銀行出身者等が
カルパにいるのか？
Ａ　・�外部委託するということは考えた。けれどもやらなかった。我々のところに送

られてくる証拠書類が銀行に行かず、秘密が弁護士に保たれるようにするため
である。ある日、時の首相が自分のクライアントになった。絶対に内容を知ら
れたくなかった。カルパにきて、送金の根拠資料を見せて、その類を見せてす
ぐにひっこめた。カルパはそのようにも機能する。

　　・�何年か前に、銀行と一緒にソフトを開発して、UNCAの作ったものではないソ
フトを使用したカルパがあった。ところが、法律事務所の口座について知りた
いということで警察からの調べが直接銀行のほうに行き、情報を取り出してし
まった。その経験から、そのカルパのソフトはUNCAが作ったものに戻った。

　　・金融機関出身の職員はカルパには沢山いる。
・銀行に対してのカルパの口座はたった一つ（会長名の親口座）であって、その下に各弁
護士の子口座があって、その下に案件口座がある。銀行は親口座しか知らない。その下
の子口座や案件口座の資金の動きなどを知ることはできない。さきほどの話で、首相が
お金を入れたとき、それがどこに行ったかということは銀行には分からない。したがっ
て、それらすべての秘密をカルパが守っているということになる。
・投資も親口座を対象に行われる。子口座、案件口座にいくら入っているのか銀行には分
からない。

（質疑応答）
Ｑ　日本では金融庁の監査を受けることがあるが、カルパは国（金融庁・税務署）の
監査を受けないのか？
Ａ　トラックファン（Tracfin）というマネーロンダリング等を監督する機関がある
（財務省の所管）。カルパはトラックファンから監査を受けることがあり、監査を受
けた場合、どこからどこへお金がいくかということを見せなければならない。しか
し、送金根拠までは見せない。
Ｑ　トラックファンに関連して、「弁護士会長が弁護士のフィルターとしての役割を果
たす」ということが言われているようだが、もう少し詳しく教えて欲しい。
Ａ　・�マネーロンダリング等疑わしいことがあれば、弁護士はトラックファンに申告

する義務がある（「マネーロンダリングとテロリズムに関するEU指令」によ
る。）。しかし、トラックファンに直接申告するのではなく、弁護士会長に申告
し、弁護士会長からトラックファンに申告することになっている。

　　・�しかし、弁護士会長は、カルパで調べて問題のないものであればトラックファ
ンに申告しない。そのような裁量を持っている（ただし、トラックファン側の
解釈では弁護士会長は申告を受けたら必ずトラックファンに申告しなければな
らないとされている。）。
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　　・�弁護士会長がトラックファンに申告したのは2018年でフランス全土で３件しか
なかった。

４　預託金の運用について
・カルパの資金を投資して運用するためには役員
会の承認が必要で、役員会は弁護士だけで構成
されている。
・カルパは銀行ではないけれども銀行のようなと
ころがあって、カルパにある資金の一定割合を
現金化できる形で預かっておくことを法律で求
められている。また、法律では、運用は元本保
証があるもので行わなければならないとされている。
・銀行と同じように外部からの監督も受けている。監督委員会という外部機関と会計監
査人（公認会計士が就任する）の２つから監査を受ける。
・フランスでは、カルパで預かっているお金はカルパのものということになる。それに
対してお金を受け取ることになる受益者は、債権をもっているということになる。債
権者は元々入れられたお金に対する債権者である。それが運用しているときに生まれ
た利益はカルパに帰属する（注：「消費寄託」の運用益は受託者に帰属するというのが
フランスの法制。）。たまにクライアントと話し合って決めて、特別に長い期間おいて
いるときに顧客の名前で投資をすることがあるけれども、それは例外的な場合である。

（質疑応答）
Q 　M&Aのお金に関しては、カルパではなく、セケストルジュリディック（Séquestre 
juridique：一種のエスクロー口座の部門）というところが預かっていると聞いたが、
そことカルパとの関係はどのようになっているのか？
Ａ　・�カルパとセケストルジュリディックの違いなのだが、セケストルジュリディッ

クもパリ弁護士会に属する機関であり、違いは僅かである。
　　・�セケストルジュリディックが利用されるのは、ごく例外的な場合である。セケ

ストルに入る資金は、一旦はカルパに入ってコントロールを受ける。預託金が
一定額と一定期間以上の条件を満たした場合は、顧客からの申し出によって、
顧客の名前で特別の投資口座を開き、同資金を運用に回す。そして期間満了に
なると換金してカルパの口座に戻す。いずれも常にカルパのコントロール下で
お金が動かされている。

Ｑ　パリのM&Aチームが扱うお金というのは、すべてセケストルジュリディックの
口座に入っているとの理解で良いか？
Ａ　・�違う。あくまでもパリカルパのM&Aチームというのは、M&Aのことをよくわ

かっていて、弁護士の利用に供するために担当している部署である。
　　・�セケストルジュリディックの利用とはまた別のことである。M&Aのときの売
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買代金の支払いは、カルパの口座を通して行われる。
　　・�そうではなくて表明保証違反の場合の損害賠償金の担保として幾らか預かって

もらうというときはセケストルジュリディックに担保として、売買代金のうち
合意された一定割合を１～３年など合意された期間、保管してもらうことにな
る。

　　・�何か表明保証違反があれば、買主が権利を行使して、本来なら売主に渡される
べき代金の一部が買主に渡されることになる。その際のお金のやり取りの窓口
が、セケストルジュリディックパリという弁護士会の一部の機関ということに
なる。

５　各カルパに対するUNCAの研修内容
・UNCAでは各カルパの役員が他の人に研修する際の研修の仕方を教えている。
・カルパの役員会は弁護士で構成されているが、その弁護士や大学教授がボランティア
で研修講師をつとめる。
・フランスの弁護士は２年間のうち40時間の研修を受講する義務がある。この40時間の
研修を受けないと、弁護士資格が剥奪される可能性がある。
・各カルパには５～30人の役員がいる。その人たちがUNCAに来て研修を受ける。この
研修を受けることによってその人たちはフランスの弁護士に課された40時間の研修義
務を果たすこともできる。この研修を受けた人たちは、自分たちの弁護士会やカルパ
に戻って、他の弁護士に対する研修をすることができる。
・各カルパの職員に対する研修は、ソフトの使い方や送金の根拠資料をどう見るかとい
うことについて伝授するというものを行っている。
・UNCAには28人の職員がいて、ほとんどがIT関係の職員。ソフトの扱い方の指導やメ
ンテナンスを行っている。ここで開発したソフトをどう使うかということを教えてい
る。開発したソフトはオリジナルなものであり外で販売していない。

６　カルパの広がりの可能性について
・色々な国にカルパのシステムが広がっている。モロッコは導入した。マダガスカルは
ほとんど導入することになった。色々な国から導入をお願いされている。
・モロッコは弁護士の負担で行った。マダガスカルはEUの補助金が出た。
・ブラックアフリカは現在計画途上である。
・フランスのUNCAが色々な国でカルパのシステムを取り入れるときに相談に乗ってい
る。それは、世界共通のスタンダードを作ることが大事だと思うからである。
・どの国にもその国の事情があるので、その国の事情に合わせて取り入れることが重要
である。

以上
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パリ弁護士会
 
日　時　2019年12月２日（月）
　　　　午後５時～午後６時45分
場　所　LPA - CGR 法律事務所
説明者　ヤニック・サラ（Yannick SALA）
　　　　弁護士（パリ弁護士会理事）
　　　　エルヴリン・リドー・ド・ロンカン
　　　　（Herveline RIDEAU de LONGCAMP）
　　　　弁護士（パリ弁護士会理事） 
 
【ヒアリングの概要】
　パリ弁護士会の理事から、弁護士の金銭取扱いに関する懲戒事例、カルパと守秘義務の
関係などについてヒアリングした。また、パリ弁護士会執行部の組織、懲戒事案の処理、
弁護士の取扱い事件などについてもヒアリングを行った。
　なお、エルヴリン弁護士は、パリ弁護士会懲戒委員会のなかの、マネーロンダリングや
テロ対策のことを扱う第５セクションを創設した人物である。

【ヒアリング内容】
１　カルパについての一般的事項
・弁護士倫理によって、クライアントのお金を弁護士の個人口座に入れることは禁じら
れている。
・フランスの弁護士には、取り扱う資金がマネーロンダリングのものでないかというこ
とや、テロ資金ではないかということを確認する義務がある。疑義がある場合には、
弁護士会長に報告する義務がある。そのため、お金を扱うときには、そのお金の出所
などを明らかにしなければならないことになる。
・依頼者がやりとりする資金についてカルパを通さなければならないという義務はな
い。弁護士が依頼者から預かることをせずに当事者同士で金銭のやりとりをするので
あればカルパを通す必要はない。しかし、その場合は、（カルパではなく）代理人であ
る弁護士自身がマネーロンダリング等ではないかのチェックや調査の負担を負うこと
になることから、チェックの機能を十分に果たせないおそれがある。
・このような場面において、カルパを通すと、資金がどこからきてどこに行くのか、資
金移動の理由は何なのかという点に関するチェックや調査について、カルパが弁護士
の代わりに行ってくれる。このことにより、弁護士にとって業務がシンプルになる。
もし、少しでも疑いがあると、カルパは資金を止めて、弁護士に警告をしてくれる。
・カルパの警告を受けた弁護士の調査結果に問題があった場合は、弁護士会長代理がさ
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らに調査するよう、当該弁護士に指示する。
　これに対し当該弁護士が調査ないし報告を尽くさない場合、倫理委員会から呼び出
される。そこで違法行為が判明した場合は、懲戒委員会にかけられる。
・資金の出所に問題がある場合は、カルパは手続をストップし、入金を受け付けないと
いうだけである。したがって、そのことだけで懲戒問題になるわけではない。

２　カルパに関係して懲戒される場合
・主に２つのケースが存在する。
①�弁護士がカルパを通さずに依頼者の資金を自分の個人口座に入れて使い込んで返還
できない場合。
②�カルパを通さずに銀行小切手による支払いを受ける場合（銀行小切手は誰が振出人
かわからない）。例えば営業用資産の譲渡の場合に銀行小切手による決済がなされる
ことがあるが、この場合振出人について調査していないと、弁護士が知らないうち
にマネーロンダリング等に巻き込まれてしまうおそれがある。

・懲戒されるケースは、弁護士がカルパを通さなかった場合が多い。そのため、カルパ
は依頼者と弁護士の両方を守る制度であるといえる。
・カルパを通しても懲戒される場合があるとすると、カルパに提出された根拠資料が偽
造であった場合が考えられる。弁護士が偽の判決文を作った事例が過去にあった。ま
た、弁護士報酬をカルパから受け取る際に、クライアントの同意書を偽造する場合も
考えられる。
・カルパは弁護士に対する信頼を前提として、形式が整っているかだけをチェックする
のが通常である。もし不正が発覚した場合は、弁護士資格がはく奪される可能性があ
る。
・懲戒（登録抹消）の権限は、懲戒委員会にある。具体的には登録抹消権限を持つ懲戒
委員会の第５セクションが判断する。懲戒委員会の長は元弁護士会長が就任する。懲
戒決定に不服があれば、当該弁護士は控訴院に裁判を起こすことができる。
・弁護士会長は訴追者の立場になるので、懲戒決定に関わることはできない。
・懲戒で一番よくある問題は、弁護士が報酬を払ってもらう前に、預り金から報酬を取っ
てしまうことである。預り金から報酬を取る場合は、クライアントから了解があった
ことを証明しなければならない。
・懲戒委員会の第５セクションには、懲戒委員会の審査にかかる時点で情報が挙げられ
ている。問題があると考えられた場合、弁護士会の理事会が理事の中から調査員を任
命する。調査員が証拠を集めて懲戒委員会に提出する。調査対象は、カルパに最初に
入力されている情報や、弁護士から渡された情報、クライアントからもたらされた情
報などである。なお、調査員は懲戒委員会の委員を兼務できない。
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３　弁護士会の理事者について
・パリ弁護士の理事は42人いる。そのほかに会
長、副会長、次期会長（bâtonnier dauphin）
がいる。パリ弁護士会は人数が多いので、副
会長も設けられている。会長、副会長、次期
会長は理事会の議決権はなく、理事ではない。
・会長任期は２年、理事は３年。理事は毎年選
挙され３分の１ずつ改選される。
・会長になることが決定した場合は、「次期会
長」という役職につき、１年間会長の見習いをする。副会長は１人。弁護士会長は再
選禁止だが理事は再選可能。
・会長になるためには、理事になったことがあることが必要。
・各理事は様々な委員会のメンバーになっている。
・日本と異なり、フランスの懲戒委員会は弁護士のみで構成される。

４　守秘義務について
・�カルパに判決文を見せるのは、弁護士と会長とは秘密を共有するので問題ない。また、
判決文も内容のチェックではなく資金の流れを確認するためだけに利用されるから、
カルパに提出しても問題はない。
・会長と弁護士との間に一切の秘密がないということかという質問が出たが、弁護士と
弁護士の間には秘密はあるが、弁護士会長と弁護士との間には秘密はない。弁護士会
長は実質的にカルパの長である。弁護士会長は外に情報を漏らすことはないから、秘
密は守られることになる。
・会長はいつでも弁護士に報告を求めることができるのかという質問が出たが、現実に
は時間がないから弁護士すべてに対して報告を求めることはできないが、理論上は可
能である。弁護士会長は外部に秘密は漏らさないという前提で、弁護士と会長とで秘
密が共有されることになる。
・会長は弁護士事務所の会計も見ることができるし、事件内容に関する報告を求めるこ
ともできる。弁護士会長が弁護士を監視しているという事実が、外部からの監視を不
要とする根拠となる。弁護士会内部でコントロールできているとみられる。これは国
家権力の介入を排除するための仕組みである。
・会長に取り締まられるという感覚は弁護士にはないのかという質問が出たが、悪いこ
とをしていないのだから、問題はないと考えている。
・弁護士の監督を弁護士会のみに委ねておくのは問題があるという声は弁護士会の外に
存在しないのかという質問だが、そのような声は存在しない。
・国家がカルパに介入すべきという考えはあるかという質問に対し、次のような回答が
なされた。



47

　国家はカルパの資金を管理したいと考えている。そのため、カルパで不祥事が起こっ
て国家に付け入れられないよう、弁護士会は気を付けている。例えば、国は、2017年
に法律扶助を行う資金をカルパの利潤から出すようにさせようとしたことがあった。
カルパはこれを認めなかったが。ちなみに2017年のパリカルパの利潤は2700万ユーロ
あった。

５　個人の依頼者から依頼を受ける主な取り扱い業務
・離婚、相続、家族法関係、居住用賃貸借、契約違反、人身賠償、消費者契約法違反な
ど。
・債務整理（任意整理）もよくある。分割弁済の合意をすることもできる。なお、毎月
払いで債務を弁済することは可能ではあるが、その場合、各回の弁済についてカルパ
に対する根拠資料が必要。

６　最近の弁護士会で問題になっていること
・年金改革
　弁護士会の年金制度は一般のものとは違い、自立していて、バランスのよい制度に
なっている。基金は約20億ユーロあるが、これを一般の年金制度と統合しようとする
動きがある（注：当調査団が帰国した直後から、この年金改革の問題でフランスは長
期間のストライキに入った。）。

７　その他
・各地のカルパの違いは大きさの違いのみで、取り扱い方法などに違いはない。
・ただ規模による若干の違いはある。例えば、Ｍ＆Ａチームはパリカルパにしかない。

以上
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訪問先への質問事項

※�　各訪問先には、下記の質問事項をフランス語に翻訳したものを事前に送付し、検討い
ただいた上でヒアリングを行いました。ただし、実際には時間の都合や重複を避ける観
点から、各訪問先において、質問事項すべてについて回答を得ているわけではありませ
ん。

【パリカルパ】

１　カルパにおける送金チェックの具体的な方法
⑴　パリカルパ事務局の業務状況を見学させていただきたい（現場見学）。
⑵　�送金根拠との照合をどのような形で行っているのか、その具体的方法。判決文のどの
部分をみるのか、１件あたりどのくらいの時間をかけるのか。

⑶　�ブラックリストのデータベースとの照合チェックに際しては、コンピュータシステム
上で問題事例がピックアップされるらしいが、具体的にどのようにピックアップされ
るのか。

⑷　�送金根拠との照合の際に、どの程度、事件内容についての情報を取得することになる
か。照合の際に対象弁護士の秘密にどの程度触れるのか。

⑸　�照合を行う職員が、照合の過程で得た秘密情報を第三者に漏洩しないための方策は何
かとられているか。

⑹　�送金根拠との照合の過程で疑問が生じた場合にはカルパ事務局から問い合わせが行わ
れると聞いたが、どのような場合に問い合わせを行うのか。具体例をいくつか紹介し
てほしい。

⑺　�送金根拠との照合の過程で疑問が生じた場合にはカルパ事務局から問い合わせが行わ
れると聞いたが、誰に対して問い合わせを行うのか。送金元代理人弁護士か送金先代
理人弁護士か、両方あり得るのか、弁護士ではなく依頼者本人に問い合わせることも
あるのか。

⑻　送金額別の送金件数に関する統計はあるか。あれば頂戴したい。

２　提携銀行との関係
　提携銀行（パリカルパの場合ＢＮＰパリバ）とはカルパの制度運用上、日常的にはどの
ような場面で連絡をとっているのか。その他、提携銀行との関係全般について伺いたい。

３　制度の運営に要するコスト及び預り金の運用状況
⑴　�カルパの運営にどの程度のコストを要しているのか、コストの内訳。資料があれば頂
戴したい。
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⑵　�そのなかで、カルパ制度の運営のために必要不可欠なコストはどういう内容のもので、
全体のどのくらいの割合を占めるか。

⑶　�パリのカルパでは何人くらいの職員が勤務しており、各々どのような役割を分担して
いるのか。

４　カルパ資金の運用状況（参考になる資料があれば頂戴したい）
⑴　�パリカルパの口座に常時存在している資金の額はどのくらいか。また、その内訳はど
ういうものか（Ｍ＆Ａに関する資金、営業用資産の譲渡に関する資金など）。

⑵　�カルパにとどまっている資金のうち、どの程度の割合を運用に回しているのか。
⑶　�運用は投資会社などの専門家に委託しているのか。
⑷　�（専門家に委託している場合）カルパとしては運用状況の適正をどのようにして担保し
ているのか。

⑸　�運用先としては、定期預金のほかにどのようなものがあるか。
⑹　�運用益の使途－どのようなことにいくら使われているか、資料があったら頂戴したい。

５　預かり期間が長期間にわたる場合の制度運用のあり方
⑴　�営業用資産の譲渡の際には具体的にはどのような業務を行っているのか。
⑵　�Ｍ＆Ａチームでは、具体的にはどのような業務を行っているのか。
⑶　�Ｍ＆Ａについてはカルパの口座を用いることは義務ではないと聞いたが、それは、弁
護士がＭ＆Ａに関与する場合、カルパの口座でなくても依頼者の金銭を預かれるとい
う趣旨か。そうでないとすれば、「義務ではない」というのは、どういうことか。

⑷　�営業用資産の譲渡やＭ＆Ａで長期間カルパ内で資金を預かる場合の運用益に相当する
金額についてはどのような取扱いをするのか（個々の事案に応じてケースバイケース
と聞いているが、その取扱いはどのようにして決まるのか、また、取扱いの具体的内
容）。

【ＵＮＣＡ（全国カルパ連合会）】

⑴　�カルパ制度を運用するためには最低限どのようなコストを要するか。
⑵　�低金利の日本では、コストのかかるカルパ制度を運用益で運営していくことは不可能
という意見が強い。カルパ制度を参考にした、低コストの制度としてどのようなもの
が考えられるか、アイディアがあれば教えていただきたい。

⑶　�カルパ制度の運営コストをさげる方策として、送金根拠との照合作業を一定金額以上
の送金に限って実施するという制度が考えられないだろうか、意見を伺いたい。

⑷　�顧客の預り金保護のための保険について詳細を教えてほしい。
⑸　�カルパ資金の運用について、その適正を担保するために、どのようなルールが定めら
れているのか。
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⑹　�営業用資産の譲渡やＭ＆Ａで長期間カルパ内で資金を預かる場合の「利息分」につい
てはどのような取扱をするのか（個々の事案に応じてケースバイケースと聞いている
がその具体的内容。）。

⑺　�送金根拠を照合する役割を担うカルパの職員が、判決文などをみることによって、守
秘義務に違反するという事例は存在しないのか。

⑻　�UNCAではカルパ職員の研修を行っていると聞いたが、どのような内容の研修を行っ
ているのか。

⑼　�UNCAではカルパ類似の制度の導入を検討する国（弁護士会）に対するバックアップ
活動を行っていると聞くが、具体的にはどのようなことを行っているのか。また、そ
の費用は誰がどのように負担するのか。

⑽　�カルパ制度について概説した文献があれば、翻訳を試みたいので紹介（あるいは提供）
してほしい。

【法律事務所】

（ヒアリングの目的）
１）�フランスの弁護士がどのように業務を行っているのか、日本の弁護士の業務内容との
異同を知りたい。

２）�フランスの弁護士がどのような場合に依頼者から金銭を預かっているのか、日本の弁
護士が預かる場合とどのように違うのかを知りたい。

３）フランスの弁護士がカルパをどのように利用しているのかを知りたい。

（質問事項）
１　業務内容について－主にどのような仕事を行っているか。
　　主な案件の種類
　　主な訴訟業務の種類
　　クライアントの種類（大企業、中小企業、個人）

２　弁護士費用について
⑴　どのような方法で弁護士費用を請求するか。
　　　タイムチャージ以外の方法があるか。
⑵　通常、どのような方法で弁護士費用を受領するのか。
　　　現金か、銀行送金か、小切手か。
　　　銀行送金の場合、送金先口座は弁護士名義の口座か。

３　預り金の発生場面について
⑴　�依頼者の金銭を預かる場面としてどのような場面があるか。
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⑵　�カルパを利用せずに依頼者の金銭を預かる場面があるか。あるとしたらどんな場面か。

４　カルパの利用について
⑴　カルパを利用するのはどのような場合か。
⑵　�カルパのウェブ上での事件登録や、送金事務は弁護士が自分で行うのか、あるいは事
務員が行うのか。

⑶　カルパを利用していて、良い点、悪い点、はどういうところにあるか。

【パリ弁護士会】

１　フランスにおける弁護士の役割
⑴　フランス社会において弁護士はどのような役割を果たしていると評価されているか。
　　　個人にとって／企業にとって／官公庁にとって
⑵　�フランスの弁護士と日本の弁護士を比較して、どのような点が類似していて、どのよ
うな点が異なっているか。

⑶　�現在、フランスの弁護士、弁護士会において問題となっている事項としてはどのよう
なものがあるか。

２　日本とフランスの弁護士の業務形態の異同、預り金が発生する場面の異同
⑴　�フランスにおいて、弁護士が（大企業ではなく）個人や中小・零細企業をクライアン
トとして行う典型的な通常業務としてどのようなものがあるのか。

⑵　�フランスにおいて、弁護士が業務上、依頼者の金銭を預かる場合にはどのような場合
があるか。

⑶　�例えば、弁済資金を依頼者から預かり、同資金を債権者である金融機関や個人に対し
て代理人から公平に弁済するといった業務（日本でいう債務整理業務）は弁護士業務
として行われているか。

⑷　�例えば、被相続人の相続財産の分配方法を相続人間で協議して定めて、協議内容に応
じて相続財産を分配するという業務（日本でいう遺産分割業務）は弁護士業務として
行われているか。

３　カルパ制度と弁護士の守秘義務との関係
⑴　フランスにおける弁護士の守秘義務の具体的内容はどのように理解されているか。
⑵　�フランスでは会長と会員とは秘密を共有する、と理解されていると聞くが、なぜその
ようなコンセンサスが存在しているのか。また、会長と会員との間には一切の秘密が
ないということなのか。

４　金銭をめぐる弁護士不祥事について
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⑴　�フランスでは、弁護士が、依頼者からの金銭を預かったり、受け取ったりしたことに
ついて、懲戒処分を受ける場合として、どのようなケースが考えられるか。

⑵　�依頼者からの金銭を預かったり、受け取ったりしたことについて生じうる不祥事のう
ち、カルパがあることによって防止できている不祥事、カルパによっても防止できな
い不祥事としては、それぞれどのようなものがあるか。

以　上


